
9　 水道事業会計予算
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このページは空白です。



（総　　則）

第１条 令和２年度筑後市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。

１６，００２ 戸

４，２７８，０００ ㎥

１１，７２１ ㎥

老朽管更新事業 １６３，０８０千円

北牟田配水場更新事業 １６９，１８０千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

９１１，５２０千円

第１項 ８２６，６８１千円

第２項 ８４，７３８千円

第３項 １０１千円

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

第１款 水 道 事 業 収 益

令和２年度筑後市水道事業会計予算

（１） 給 水 戸 数

（２） 年 間 総 給 水 量

（３） 一 日 平 均 給 水 量

（４） 主な建設改良事業

収                     入
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８１３，６５７千円

第１項 ７７７，７３９千円

第２項 ３２，２１８千円

第３項 ７００千円

第４項 ３，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　１５４，４０３千円は、

　過年度分損益勘定留保資金等で補てんし措置するものとする。）

３５９，３６４千円

第１項 ５７，３１０千円

第３項 ３２，８１３千円

第４項 ２６９，２４１千円

５１３，７６７千円

第１項 ４６４，４６３千円

第３項 ４６，３０３千円

第４項 １千円

第５項 ３，０００千円

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

国庫補助金返還金

予 備 費

負 担 金

国 庫 補 助 金

企 業 債

支　　                 出

第４款 資 本 的 支 出

第３款 資 本 的 収 入

支　　                 出

第２款 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

収                     入



（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

利率

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

８７，００２千円

１００千円

（たな卸資産の購入限度額）

第８条 たな卸資産の購入限度額は、１１，６３４千円と定める。

（１） 職 員 給 与 費

（２） 交 際 費

起債の方法 償還の方法

老朽管更新
事業　及び
北牟田配水
場更新事業

２６９，２４１千円

証書借入又は
証券発行

政府資金
銀行
その他

４．０％
以　　内

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行・その他の場合には、その債権
者と協定するものによる。
ただし、市財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えすることができる。

起債の目的 限度額
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（単位：千円）

1

1

1

2

3

2

1

3

4

5

6

3

1

2 そ の 他 特 別 利 益 1 1 その他特別利益 1

特 別 利 益 101 

過年度損益修正益 100 1 過年度損益修正益 100

雑 収 益 10 1 その他雑収益 10

消 費 税 還 付 金 1 1 消費税還付金 1

3 法定福利費引当金戻入益 1

4 その他引当金戻入益 1

引 当 金 戻 入 益 4 1 退職給付引当金戻入益 1

2 賞与引当金戻入益 1

6 他会計補助金 6,639

7 受贈財産評価額寄付金 11,484

2 工事負担金 32,415

5 他会計出資金 12,482

2 貸付金利息 1

長 期 前 受 金 戻 入 83,712 1 国（県）補助金 20,692

営 業 外 収 益 84,738 

受 取 利 息 1,011 1 預金利息 1,010

その他の営業収益 4,727 1 手数料 1,227

4 雑収益 3,500

給 水 収 益 786,104 1 水道料金 786,104

受 託 工 事 収 益 35,850 1 受託工事収益 35,850

水 道 事 業 収 益 911,520 

営 業 収 益 826,681 

令和２年度　筑後市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

款 項 目 予 定 額 備 考



（単位：千円）

2

1

1

22 動力費 23,153

23 薬品費 4,068

17 賃借料 39

18 修繕費 14,960

15 委託料 56,783

16 手数料 11

12 光熱水費 35

14 通信運搬費 808

10 備消耗品費 1,383

11 燃料費 86

6 法定福利費引当金繰入額 257

8 旅費 16

3 賞与引当金繰入額 1,290

5 法定福利費 3,322

通勤手当 33

期末手当 1,900

勤勉手当 1,296

扶養手当 798

時間外勤務手当 2,432

原 水 及 び 浄 水 費 315,210 1 給料 8,710

2 手当等 6,459

水 道 事 業 費 用 813,657 

営 業 費 用 777,739 

支                   出

款 項 目 予 定 額 備 考

- 397 -



- 398 -

（単位：千円）

2

15 委託料 26,213

16 手数料 128

13 印刷製本費 22

14 通信運搬費 161

10 備消耗品費 678

11 燃料費 467

6 法定福利費引当金繰入額 235

8 旅費 107

5 法定福利費 2,583

通勤手当 33

3 賞与引当金繰入額 1,176

勤勉手当 1,208

住居手当 324

時間外勤務手当 1,898

期末手当 1,780

2 手当等 5,741

扶養手当 498

46 雑費 5

配 水 及 び 給 水 費 114,789 1 給料 8,228

32 研修費 20

26 会費負担金 15

27 受水費 193,757

款 項 目 予 定 額 備 考

24 材料費 33



（単位：千円）

3

4

通勤手当 356

児童手当 1,272

管理職員特別勤務手当 40

住居手当 648

期末手当 4,255

勤勉手当 3,155

時間外勤務手当 4,706

管理職手当 852

2 手当等 15,980

扶養手当 696

受 託 工 事 費 35,850 25 工事請負費 35,850

総 係 費 86,875 1 給料 24,057

37 公課費 17

46 雑費 5

33 食糧費 11

34 補助金 11,000

36 保険料 563

26 会費負担金 5

32 研修費 48

24 材料費 2,746

25 補償金 5

22 動力費 13,252

23 薬品費 1,248

18 修繕費 31,858

21 路面復旧費 6,600

款 項 目 予 定 額 備 考

17 賃借料 1,692
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（単位：千円）

5

46 雑費 5

減 価 償 却 費 203,405 47 有形固定資産減価償却費 203,405

39 厚生費 190

45 貸倒引当金繰入額 2,700

33 食糧費 11

35 交際費 100

28 報酬 16

32 研修費 77

18 修繕費 330

26 会費負担金 212

16 手数料 2,482

17 賃借料 28

14 通信運搬費 1,742

15 委託料 12,921

12 光熱水費 458

13 印刷製本費 2,189

10 備消耗品費 670

11 燃料費 6

8 旅費 95

9 被服費 108

6 法定福利費引当金繰入額 565

7 退職給付費 11,382

3 賞与引当金繰入額 3,000

5 法定福利費 7,551

款 項 目 予 定 額 備 考



（単位：千円）

6

7

2

1

3

4

3

3

4

1 予 備 費 3,000 68 予備費 3,000

予 備 費 3,000 

特 別 損 失 700 

過年度損益修正損 700 65 過年度損益修正損 700

60 雑支出 1,000

消 費 税 23,000 61 消費税 23,000

55 一時借入金利息 10

雑 支 出 1,010 59 不用品売却原価 10

営 業 外 費 用 32,218 

支 払 利 息 8,208 54 企業債利息 8,198

50 たな卸資産減耗費 100

そ の 他 営 業 費 用 10 53 雑支出 10

款 項 目 予 定 額 備 考

資 産 減 耗 費 21,600 49 固定資産除却費 21,500
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（単位：千円）

3

1

1

3

1

4

1 建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

269,241 1 建設改良費等の財源に充てるための企業債 269,241

国 庫 補 助 金 32,813 1 国庫補助金 32,813

企 業 債 269,241 

国 庫 補 助 金 32,813 

負 担 金 57,310 1 加入金 25,410

2 工事負担金 31,900

資 本 的 収 入 359,364 

負 担 金 57,310 

収                   入

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 及 び 支 出



（単位：千円）

4

1

1

2

4

3

1

4

1

5

1 予 備 費 3,000 68 予備費 3,000

国庫補助金返還金 1 66 国庫補助金返還金 1

予 備 費 3,000 

国庫補助金返還金 1 

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

46,303 43 建設改良費等の財源に充てるための企業債 46,303

企 業 債 償 還 金 46,303 

4 老朽管更新事業 163,080

8 北牟田配水場更新事業 169,180

2 その他の機械器具 66

設 備 改 良 費 398,524 1 配水設備改良費 66,264

配 水 設 備 拡 張 費 62,238 1 配水設備拡張費 62,238

機 械 器 具 購 入 費 3,701 1 量水器 3,635

資 本 的 支 出 513,767 

建 設 改 良 費 464,463 

支                   出

款 項 目 予 定 額 備 考
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（単位：千円）

　資金期首残高 2,265,826

　資金期末残高 2,113,498

　加入金による収入 0

　財務活動によるキャッシュ・フロー 222,938

　資金の増加額（又は減少額） △ 152,328

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 269,241

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 46,302

　国庫補助金返還金による支出 △ 1

　補助金の返還による支出 0

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 334,427

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 422,240

　国庫補助金等による収入 32,813

　負担金による収入 55,000

　利息の支払額 △ 8,208

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 40,839

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　その他流動資産の増減額（△は減少） △ 10,000

　小計 △ 33,642

　利息及び配当金の受取額 1,011

　その他流動資産の増減額（△は増加） 0

　特定仮払消費税の調整額 △ 5,883

　未払金の増減額（△は減少） △ 276,254

　支払利息 8,208

　未収金の増減額（△は増加） 10,638

　たな卸資産の増減額（△は増加） 110

　貸倒引当金の増減額 0

　長期前受金戻入額 △ 83,712

　受取利息及び受取配当金 △ 1,011

　減価償却費 203,405

　固定資産除却費 21,500

　引当金の増減額 10,814

令和２年度　筑後市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 88,543



　(1)　総　括

給　料 手 当 賃　金 計

(1)

10 40,274 32,346 0 72,620 14,382 87,002

(0)

10 42,517 27,112 680 70,309 14,902 85,211

(1)

0 △ 2,243 5,234 △ 680 2,311 △ 520 1,791

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 管理職手当

本年度 1,992 972 422 9,036 40 852

前年度 1,512 648 270 5,962 40 852

比　較 480 324 152 3,074 0 0

区　分 期末手当 勤勉手当 計

本年度 11,071 7,961 32,346

前年度 10,416 7,412 27,112

比　較 655 549 5,234

＊ 備 考    表中( )書の人数は、再任用・任期付短時間勤務職員　(外書き)

＊ 期末・勤勉手当及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

給 与 費 明 細 書

　1　一　般　職　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分 職員数(人)
給　　  与  　　費

法定福利費 合　　計 備　　考

           (単位：千円)

職員手当の内訳

本年度

前年度

比　較
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　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額 説　　　　　　明

　　   　千円 　　    　　千円

普通昇給に伴う増加分 594 ・平均昇給率

給与改定に伴う増減分 △ 144 ・平均改定率

・職員数の異動状況

　本年度 10 人 (1 人)

(令和2年１月１日現在)

　前年度 10 人 (0 人)

(平成31年１月１日現在)

　増　減 0 人 (1 人)

( )書の人数は短時間勤務職員（外書き）

・採用退職の状況

1 人

1 人

　　　　　千円 　　　　　　　千円

改正に伴う調整

・勤勉手当増加分

職員の新陳代謝及び

その他による増減分

176

その他増減分 5,058

給　　料
△ 2,243

職員手当

制度改正に伴う増減分

5,234

増　減　事　由　別　内　訳 備　　　　　　　考

その他増減分 △ 2,693
職員の新陳代謝及び
その他による増減分

△ 0.38%

1.57%

〔現に在職する職員数〕

　採用（令和2年度見込）

　退職（平成31年度見込）



行　政　職

327,370

358,950

41.4

351,010

378,500

44.8

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 10.0 １級

２級 10.0 ２級

３級
(100.0)
10.0 ３級 20.0

４級 60.0 ４級 70.0

５級 ５級

６級 ６級

７級 10.0 ７級 10.0

計 (100.0)
100.0

計 (0.0)
100.0

＊備考 表中( )書の人数は、再任用・任期付短時間勤務職員（外書き）

　平均給与月額　(円)

　イ　初任給          (単位：円)

区　　　　　　　分 国の制度

155,700 150,600

行　政　職（一）
区　　　分 行　政　職

高校卒

1 1

行　　　政　　　職区　　分

　(３)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　ウ　級別職員数

区　　分 行　　　政　　　職

　平均給料月額　(円)

　平均給与月額　(円)

　平　均　年　齢　(歳)

2年１月１日現在

　平　均　年　齢　(歳)

３１年１月１日現在

　平均給料月額　(円)

大学卒 183,100 182,200

2年１月１日現在

職員数(人)

３１年１月１日現在

職員数(人)

1

1

(1)
1 2

6 7

(1)
10

(0)
10
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（等級別基準職務表） エ　昇給

代表的な職種

行 政 職

職 員 数 （Ａ） （人） 10 10

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 10 10

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 1 1

4号給 （人） 8 8

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ） （人） 10 10

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 10 10

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 0

4号給 （人） 9 9

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

区分
職務
の級

基準となる職務 区　　分

部長及びこれに相当する職
務で規則で定めるもの

号給数別内訳

号給数別内訳

行政職

１級 主事の職務

本
　
　
年
　
　
度

２級 主任主事の職務

３級 主査の職務

４級

合　　計

前
　
　
年
　
　
度

６級
課長、参事、主任教育指導主
事及びこれらに相当する職務
で規則で定めるもの

７級

担当係長、主任主査及びこれ
らに相当する職務で規則で定
めるもの

５級
課長補佐、参事補佐及び教育
指導主事の職務



*

定年前早期退職特例措置
（6％～15％加算）

24.586875　月 33.27075　月 47.709　月 47.709　月
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

備　　　考
６月 (月分)

国の制度

支給率等 47.709　月

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分 最高限度 その他の加算措置等 備　　　考

（支給率等）

20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者

　オ　期末手当　・　勤勉手当

区　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計 (月分)
職制上の段階、職
務の級等による
加　算　措　置１２月 (月分)

2.25 2.25 4.5

前年度
(1.175) (1.175) (2.35)

有

有本年度
(1.175) (1.175) (2.35)

4.45

国の指定基準に基づく支給率 (％) -

支給対象職員数 (人) -

2.225 2.225

24.586875　月 33.27075　月 47.709　月

　キ　地域手当

支　給　対　象　地　域

支  給  率 (％) -

　備 考　 　支給率中の上段(  )内は再任用職員の支給率
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ク　特殊勤務手当

代表的な職種

行政職

給料総額に対する比率（％） - -

支給対象職員の比率（％）
（2年1月1日現在）

- -

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同 じ

異 な る 交通用具使用者の距離区分及び支給額

区　　分 全職種

国の制度との異同 差 異 の 内 容

同 じ

-



　(1)　総　括

給　料 手 当 賃　金 計

(1)

0 721 28 0 749 131 880

(0)

0 0 0 0 0 0 0

(1)

0 721 28 0 749 131 880

区　分 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 計

本年度 0 0 28 28

前年度 0 0 0 0

比　較 0 0 28 28

　　＊備考　表中( )書の人数は、1週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職員の1週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

給 与 費 明 細 書

区　　分 職員数(人)
給　　  与  　　費

法定福利費 合　　計 備　　考

　２　一　般　職　（会計年度任用職員）

           (単位：千円)

本年度

前年度

比　較

職員手当の内訳
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（単位：千円）

流 動 資 産 合 計 2,271,482

資 産 合 計 8,155,860

(5) そ の 他 流 動 資 産 0

(4) 前 払 費 用 0

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 4,167 152,521

(3) 貯 蔵 品 5,463

(2) 未 収 金 156,688

(1) 現 金 預 金 2,113,498

2 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 5,884,378

イ 電 話 加 入 権 141

5,884,237

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 576,632

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 30,796

減 価 償 却 累 計 額 △ 27,727 3,069

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,515 627

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,038,727 507,040

ホ 車 両 運 搬 具 4,142

ニ 機 械 及 び 装 置 1,545,767

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,831,659 4,400,965

減 価 償 却 累 計 額 △ 121,731 169,101

ハ 構 築 物 8,232,624

ロ 建 物 290,832

イ 土 地 226,803

(1) 有 形 固 定 資 産

令和２年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(令和3年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産



繰 延 収 益 合 計 2,079,125

負 債 合 計 3,008,883

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,222,782

(1) 長 期 前 受 金 4,301,907

367,708

5 繰 延 収 益

(7) そ の 他 流 動 負 債 0

流 動 負 債 合 計

(6) 預 り 金 4,491

ハ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,057 6,523

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 5,466

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

(3) 未 払 金 308,726

(2) 企 業 債 47,968

(1) 一 時 借 入 金 0

固 定 負 債 合 計 562,050

4 流 動 負 債

ニ そ の 他 引 当 金 0 110,106

(5) そ の 他 固 定 負 債 0

ロ 修 繕 引 当 金 0

ハ 特 別 修 繕 引 当 金 0

(4) 引 当 金

イ 退 職 給 付 金 引 当 金 110,106

(2) 他 会 計 借 入 金 0

(3) 長 期 リ ー ス 債 務 0

(1) 企 業 債 451,944

負 債 の 部

3 固 定 負 債
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資 本 合 計 5,146,977

負 債 資 本 合 計 8,155,860

剰 余 金 合 計 1,534,532

利 益 剰 余 金 合 計 1,475,498

ニ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 32,341

ロ 建 設 改 良 積 立 金 1,300,000

ハ 利 益 積 立 金 102,839

イ 減 債 積 立 金 105,000

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

(1) 資 本 剰 余 金

7 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,612,445

イ 固 有 資 本 金 1,893,602

ロ 組 入 資 本 金 1,718,843

(1) 資 本 金 3,612,445

資 本 の 部

6 資 本 金



（単位：千円）

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 59,116

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 24,449

(4) そ の 他 特 別 損 失 1,632 1,905 △ 1,550

当 年 度 純 利 益 34,667

(2) 災 害 に よ る 損 失 0

(3) 過 年 度 損 益 修 正 損 273

6 特 別 損 失

(1) 減 損 損 失 0

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 354

(2) そ の 他 特 別 利 益 1 355

経 常 利 益 36,217

5 特 別 利 益

(1) 支 払 利 息 9,791

(2) 雑 支 出 3,589 13,380 73,945

87,325

4 営 業 外 費 用

(4) 引 当 金 戻 入 益 0

(5) 雑 収 益 4,323

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 81,216

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,786

営 業 利 益 △ 37,728

(2) 他 会 計 補 助 金 0

(6) 資 産 減 耗 費 30,100

(7) そ の 他 の 営 業 費 用 10 764,263

(4) 総 係 費 165,726

(5) 減 価 償 却 費 198,401

(2) 配 水 及 び 給 水 費 90,231

(3) 受 託 工 事 費 32,182

2 営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 247,613

(2) 受 託 工 事 収 益 34,820

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 3,527 726,535

平成３１年度　筑後市水道事業予定損益計算書
(平成31年4月1日から令和2年3月31日まで)

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 688,188
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（単位：千円）

流 動 資 産 合 計 2,434,558

資 産 合 計 8,121,601

(5) そ の 他 流 動 資 産 0

(4) 前 払 費 用 0

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 4,167 163,159

(3) 貯 蔵 品 5,573

(2) 未 収 金 167,326

(1) 現 金 預 金 2,265,826

2 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 5,687,043

イ 電 話 加 入 権 141

5,686,902

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 576,632

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 30,796

減 価 償 却 累 計 額 △ 26,928 3,868

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,155 987

減 価 償 却 累 計 額 △ 987,173 558,229

ホ 車 両 運 搬 具 4,142

ニ 機 械 及 び 装 置 1,545,402

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,685,659 4,146,590

減 価 償 却 累 計 額 △ 117,039 173,793

ハ 構 築 物 7,832,249

ロ 建 物 290,832

イ 土 地 226,803

(1) 有 形 固 定 資 産

平成３１年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(令和2年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産



繰 延 収 益 合 計 2,080,908

負 債 合 計 3,063,167

(1) 長 期 前 受 金 4,219,978

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,139,070

652,883

5 繰 延 収 益

(7) そ の 他 流 動 負 債 0

流 動 負 債 合 計

(6) 預 り 金 14,491

7,091

ロ 賞 与 引 当 金 5,907

ハ 法 定 福 利 引 当 金 1,184

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

イ 退 職 給 付 金 引 当 金 0

(2) 企 業 債 46,321

(3) 未 払 金 584,980

(1) 一 時 借 入 金 0

329,376

4 流 動 負 債

(5) そ の 他 固 定 負 債 0

固 定 負 債 合 計

ハ 特 別 修 繕 引 当 金 0
ニ そ の 他 引 当 金 0 98,724

イ 退 職 給 付 金 引 当 金 98,724

ロ 修 繕 引 当 金 0

(3) 長 期 リ ー ス 債 務 0

(4) 引 当 金

(2) 他 会 計 借 入 金 0

(1) 企 業 債 230,652

負 債 の 部

3 固 定 負 債
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資 本 合 計 5,058,434

負 債 資 本 合 計 8,121,601

剰 余 金 合 計 1,445,989

利 益 剰 余 金 合 計 1,386,955

ニ 当年度未処分利益剰余金 59,116

ロ 建 設 改 良 積 立 金 1,150,000

ハ 利 益 積 立 金 102,839

イ 減 債 積 立 金 75,000

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,612,445

7 剰 余 金

イ 固 有 資 本 金 1,893,602

ロ 組 入 資 本 金 1,718,843

(1) 資 本 金 3,612,445

資 本 の 部

6 資 本 金



　Ⅰ．重要な会計方針
平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。
１　固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法

建物 定額法
その他 定額法

　　　　・主な耐用年数
建物 15年～60年
構築物 30年～40年
機械及び装置  8年～15年
車両運搬具  5年
器具及び備品  4年～ 8年

２　引当金の計上方法
　（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

　（２）貸倒引当金

　（３）退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　注　記

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負
担に属する額（令和3年6月に支払う期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、令和2年12月～令和3年3月までの4ヶ月分）を計
上している。
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